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三重県の農山漁村は豊かな自然環境や伝統文化に恵まれ、農林水産業という共通の営みを通じ
て、特色ある地域が形成されてきました。
しかしながら、主要産業である農林水産業を取り巻く情勢の変化と併せ、農山漁村地域の姿も
変化を続けており、様々な角度からの農山漁村に対する対応が求められる状況になっています。
都市近郊の平地農村においては、比較的活発な生産活動が行われていますが、農家と非農家と
の混住化が進み、新たな農村形態が生まれてきており、地域全体のコンセンサスづくりを進めな
がら、生産や生活面の更なる効率性・利便性等の向上が必要となっています。
また、振興山村地域や特定農山村地域などの中山間地域の農山漁村においては、就労機会の不
足や生活環境面での整備の遅れなどから、若者人口の減少による過疎化、高齢化に加え、耕作放
棄地が増加しており、都市との交流等による地域の活力づくりや一層の生活、生産面での支援が
必要となっています。
特に獣害については、サル、イノシシ、シカ等による農作物等への被害が日常的に存在し、営
農面の被害にとどまらず、農作物が作付けできないことによる生産意欲の喪失といった精神面の
被害、さらには耕作放棄地の増加といった環境面の被害にもつながっていることから、効果的な
対策を講じていくことが必要です。
一方で、人々の価値観が「ものの豊かさ」から「心の豊かさ」に変化する中で、美しい景観や
やすらぎの場の提供などの農山漁村に対する期待が高まっており、農山漁村が有する役割を適切
に発揮できるよう、魅力ある地域づくりへの支援が必要となっています。
このようなことから、平成２３年度においては、効率的な生産と安全で快適な生活が営める農
山漁村づくり、多様な交流などによる活力ある中山間づくり、農山漁村の有する公益的機能の維
持増進、農山漁村の魅力づくりなど、総合的な視野に立った対策を講じます。

ふるさと振興グループ

１ 交流・共生による元気な農山漁村づくり
(1)山村振興特別対策事業費（県事業：県10/10,市町事業：国1/3～55/100,県0～5/100）

3,752千円（22当初:19,920千円）
農林漁業の振興、都市との交流促進、生活環境の整備及び就業機会の拡大等に支援する
とともに、山村振興施策の推進に資するため、全国レベルの団体に参画し情報収集等を行
います。
(2)多様な主体との交流・共生による農山漁村再生事業費（県事業：県10/10 〔88頁〕）

7,500千円 (22当初:13,657千円）
都市と農山漁村との交流・共生を促進するため、棚田や郷土料理、農業体験など農山漁
村の魅力を大都市圏等へ広く情報発信するとともに、農山漁村の地域資源を活用し「健康」
等をキーワードとした新たなグリーン・ツーリズムを推進します。
※（ ）内は、都市との共生による農山漁村再生事業費、グリーン・ツーリズムネ
ットワーク拡充事業費の合計金額

(3)子ども農山漁村交流プロジェクト推進事業費（中山間ふるさと・水と土保全基金10/10）
7,631千円（22当初: 7,744千円）



県内外の小学生が、農山漁村で長期宿泊体験できるよう、体験指導者の育成など受入体
制整備を支援します。
(4)地域ツーリズム振興によるふるさと雇用再生事業費（ふるさと雇用再生特別基金事業）

12,000千円（22当初:12,000千円）
農山漁村地域において農山漁村の資源（ヒト・コト・モノ）を有機的につなげた、企業
連携プログラムやツーリズムプログラムなどを提供できる人材を雇用し、農山漁村におけ
る地域ツーリズムビジネスを創出して農山漁村を活性化します。

新(5)都市と農山漁村の共生・交流ニーズ調査緊急雇用創出事業費（緊急雇用創出事業）
6,300千円（６月補正）

農家民宿や農業生活体験施設・自然体験施設などの利用者を対象に，都市と農山漁村の
交流に関するニーズの聞き取り調査を行い、その結果を地域資源のより効果的な利用や
「おもてなし」に反映させることで、地域の活性化を図ります。

２ 農業の多面的機能の維持増進
(1)ふるさと水と土保全対策事業費（中山間ふるさと・水と土保全基金10/10)

11,200千円（22当初:11,000千円）
中山間地域等における農地の多面的な機能を良好に発揮させるため、ふるさと水と土指

。導員の資質向上等に取り組むとともに、地域が行う景観等の保全・創造活動を支援します
(2)企業がサポートする農山漁村づくり事業費（中山間ふるさと・水と土保全基金10/10）

1,000千円（22当初:1,800千円）
農山漁村地域において、新たに企業のＣＳＲ活動の一環として企業が農山漁村をサポー
トする取組をモデル的に支援します。

３ 魅力が発揮できる農山漁村づくり
(1)農山漁村経営マネジメント機能向上ふるさと雇用再生事業費

（ふるさと雇用再生特別基金事業）7,840千円（22当初:10,100千円）
農山漁村地域における生活支援サービスや環境保全活動、地域活性化事業を一体的に実
施する中間支援組織等を公募し、定住及び交流人口の拡大や地域活性化の促進活動に取り
組む人材を育成します。

獣害対策グループ

１ 獣害につよい農山漁村づくり
〔88頁〕新(１)人の生活と野生生物との新たな共生促進事業費

（国事業：定額、1/2～55/100、県事業：県10/10 〔83頁〕）
195,611千円（22当初： － 千円）
859,309千円（6月補正）

人の生活と野生生物との新たな共生を進めるための取組として、集落間連携の強化や人
材育成を進めることで、県産農林水産物への被害の軽減化を図り、多様な主体による地域
での自立した獣害対策の取組を促進します。

新(２) （県事業：県10/10 〔89頁〕中山間地域活性化新獣害対策事業費 ）
50,911千円（22当初： － 千円）

地域における農林水産物への被害を軽減するために、野生鳥獣の有害捕獲体制の整備や
捕獲技術の向上を促進し、捕獲した野生獣を有効に利活用する取り組みを促進します。

(３)獣害につよい地域づくり推進事業費（県事業：県10/10）
6,382千円（22当初：277,509千円）

地域ぐるみでの獣害防止対策に取り組む地区・集落を育成し、獣類による農林作物の被



害低減を図り、農林業者が安心して農林産物を生産できるような体制及び地域づくりを総
合的に進めます。

新(４) （緊急雇用創出事業）イノシシ肉等利活用情報収集緊急雇用創出事業費
12,775千円（22当初： － 千円）

有害駆除で捕獲したイノシシを有効に利活用するため、イノシシ肉等に関する利活用状
況の把握、消費動向調査、料理レシピの考案等を行います。

新(５) （緊急雇用創出事業）獣害対策集落農村環境調査緊急雇用創出事業費
7,973千円（22当初： － 千円）

獣害につよい集落づくりに向けて効果的な集落指導・育成を行うため、被害集落の農地
や集落周縁部などの集落環境調査を実施します。

新(６) （緊急雇用創出事業）サル遊動域調査緊急雇用創出事業費
8,182千円（22当初： － 千円）

緩衝帯の設置や集落ぐるみの追い払いなどのモデル的な取組を開始した集落に出没する
サル群について、遊動域調査を実施します。
(７) （緊急雇用創出事業）鳥獣被害防止総合対策データ整理緊急雇用創出事業費

2,155千円（22当初： － 千円）
鳥獣被害防止総合対策に関する実績及び計画・調査・情報収集等の事務処理、鳥獣害被
害状況のデータ及び情報収集等の事務処理を行います。

農村整備グループ

１ 魅力が発揮できる農山漁村づくり
(１)基幹農道整備事業費（国1/2 県8/30 〔89頁〕 27,510千円（22当初：215,775千円））

9,240千円（6月補正）
農業生産の近代化および農業生産物の流通の合理化を図るため重要かつ農村環境の改善
に資する農道網の基幹となる農道の新設又は改良を行います。
(２)基幹農道整備事業費（東紀州対策 （国1/2 県8/30 〔89頁〕） ）

55,020千円（22当初：20,550千円）
18,480千円（6月補正）

東紀州地域のかんきつ産地の振興をはかるため、基幹となる農道を整備して出荷施設ま
での流通経路の確保を図ります。また、東紀州防災拠点施設へのアクセス道路としての利
用が可能であり、施設の防災機能を向上します。

新(３)基幹農道整備事業費（防災対策 （国1/2 県8/30 〔89頁〕） ）
55,020千円（22当初： － 千円）
49,980千円（6月補正）

農道網の基幹となる農道を整備し、農業生産の近代化および農業生産物の流通の合理化
を図り、併せて農村環境の改善に資するとともに、特に災害時の避難路、連絡道としての
役割を担う農道を整備します。
(４)広域農道整備事業費（国1/2 県35/100 〔89頁〕 178,500千円（22当初：662,737千円））

126,000千円（22年12月補正）
広域営農団地育成対策の一環として、近代農業に適合する理想的な農道網を整備して
零細団地の集団化、経営の協業化を図ると共に、農村の生活環境を改善します。



(５)広域農道整備事業費（幹線道路網整備 （国1/2 県35/100 〔89頁〕） ）
210,000千円（22当初：904,200千円）
525,000千円（22年12月補正）

県の幹線道路である国、県道と接続する基幹的農道を整備することで、広域的な道路ネ
ットワークを構築し、県民や県を訪れる人々の利便性の向上と交流人口の増加を図ります。
(６)ふるさと農道緊急整備事業費（県65/100 〔90頁〕 225,533千円（22当初：770,630千円））

148,167千円（6月補正）
農村地域の振興と生活環境の改善に資するため、早急に整備する必要がある農道を整備
します。

新(７)ふるさと農道緊急整備事業費（防災対策 （県65/100 〔90頁〕） ）
457,833千円（22当初： － 千円）
299,667千円（6月補正）

農村地域の振興と生活環境の改善に資するとともに、特に災害時の避難路、連絡道路と
しての役割を担う、早急に整備する必要がある農道を整備します。
(８)県営中山間地域総合整備事業費（国55/100 県30/100 〔90頁〕）

0千円（22当初： 42,605千円）
97,500千円（6月補正）

中山間地域が有する多面的な機能を生かした農業の確立と、農村地域の活性化を図るた
め、総合的な農業生産基盤、生活環境基盤を整備します。
(９)県営中山間地域総合整備事業費（東紀州対策 （国55/100 県30/100 〔90頁〕） ）

462,000千円（22当初：308,250千円）
10,000千円（22年12月補正）
213,381千円（6月補正）

東紀州の中山間地域における持続的な営農、定住化などを図るため、地域の特性に応じ
た農業生産基盤および生活環境基盤を総合的に整備します。
(10)団体営農村振興総合整備事業費（国50/100 県10/100 〔90頁〕）

15,203千円（22当初：47,965千円）
72,000千円（22年12月補正）
490千円（6月補正）

農村の総合的な振興と地域農業の健全な発展を図るため、地域住民参加の下、地域の多
様なニーズに応じた総合的な農業基盤の整備と農村環境の整備を実施する市町を支援しま
す。
(11)県営農村振興総合整備事業費（国50/100 県25/100 〔91頁〕）

83,160千円（22当初： － 千円）
840千円（6月補正）

地域における自然的、社会的諸条件等を踏まえつつ複数市町において農業生産基盤の
整備、及びこれと関連をもつ農村生活環境の整備を総合的に実施します。

２ 生活排水対策の推進
(１)団体営農業集落排水整備促進事業費（国1/2 〔91頁〕215,396千円（22当初：985,024千円））

113,900千円（22年12月補正）
123,564千円（6月補正）

農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持、及び農業集落におけるし尿、
生活雑排水等の汚水、汚泥又は雨水を処理する施設の整備を行う市町を支援します。
(２)団体営農業集落排水整備支援事業費（県8.25/100） 107,062千円（22当初：148,706千円）

70,206千円（6月補正）
団体営農業集落排水整備促進事業、汚水処理施設整備交付金（農業集落排水施設）に
取り組む市町の起債償還に対して助成を行い農業用用排水の水質保全及び農村生活環境の



改善を図ります。

３ 農水産業の環境価値創出の促進
(１)バイオマス利活用促進事業費（県100/100） 694千円（22当初：816千円）
国産バイオマス利活用の加速化を図るために、地域に存在する未利用のバイオマス
について地域住民にその価値と利活用の取組の必要性を普及・啓発します。
(２）農村地域自然エネルギー活用推進事業費（県100/100） －千円（22当初： 3,000千円）

3,000千円（6月補正）
農村地域のエネルギー自給率向上を図り、低炭素社会の実現に寄与するため、農業用水
を活用した小水力発電の導入など、具体的な事業化につなげるための基礎調査を実施し、
地域資源を生かした活用モデルを構築します。

４ 農業の多面的機能の維持増進
(１)中山間地域等直接支払事業費（通常地域：国1/2 県1/4 、特認地域：国1/3 県1/3）

197,566千円（22当初： 169,425千円）
生産条件が不利な中山間地域等の農地の耕作放棄を未然に防止する目的で、平地地域と
の生産条件格差の一定額を農業者等に直接交付します。


